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住宅再建への公費投入を可能にする被災者生活
再建支援法の改正案が 9 日、成立した。この間、
「私有財産自己責任論」の壁に阻まれ、わが家の
再建をあきらめた多くの被災者に思いを馳せると
き、「10 年に及ぶ論争」は一体何だったのかと、
憤りさえ覚える。とまれ、災害列島である。ひと
まずは喜ぶべきなのだろう。参院の勢力が与野党
逆転の「ねじれ国会」で、与党、野党それぞれに
改正案を出し合い、最悪の場合、相撃ちの恐れさ
えあっただけに、あっけないほどの合意は、政治
家の良心と受け止めておこう。しかし、これで被
災者支援にかかわるすべての件を「落着」とする
思惑が、政府のどこかにあるとするならば、警戒
を強めなければならない。
支援法は誕生のときから、被災者にとっても、
政府にとっても、不満のくすぶる「できの悪い子」
だった。住宅再建支援を求める阪神大震災の被災
者側に対し、成立した法は 100 万円を限度とする
生活支援。それも購入品目が事細かに決められた
生活保護に準じる救貧措置だった。
ただ、1 カ所、被災者側が徳俵で踏みとどまっ
たのは、付則 2 条に書き込まれた留保条件だっ
た。「住宅再建支援の在り方については、総合的
な見地から検討を行う」。この一節を挿入するに
あたって官僚側の抵抗は、ことのほか激しかった
と当時、法の成立に尽力した代議士から聞いたこ
とがある。
「生活再建を基軸とする法案に、別課題である
住宅再建事項を組み込むことはできない」。官僚
特有の建前論を掲げ、「それこそ夜討ち朝駆けの
説得が関係議員のもとに続いた」という。
この付則に基づいて 1999 年 2 月、旧国土庁が
防災局長の下に置いた「被災者の住宅再建の在り
方に関する検討委員会」でも修羅場は続いた。委
員長に委嘱されたのは、東京大学教授だった故廣
井脩先生。「私が委員長だったら、思うようにま
とめられると思ったんでしょう」と生前、話され
ていたように廣井さんはこの種の問題に関しては
門外漢。だが、ふたを開けると展開は全く異なっ
た。会議をまとめるはずの委員長が先頭切って議
論を仕掛けた。「住宅再建は自力再建が原則」と
する事務方や一部委員を相手に回し、「不意の大
災害で生活基盤を、社会基盤を失った人たちが自
力で立ち直れるわけがない」と切り込んだ。結
果、委員会の審議は 1 年 10 カ月にも及び、報告
書には、かろうじて「住宅にはある種の公共性が
ある」との文言が入れられた。
2000 年の鳥取県西部地震の折、当時の鳥取県
知事、片山善博が霞が関の「憲法違反だ」との圧
力をはねのけて、住宅再建への公費負担に踏み
切った決断と相まって、2004 年の法改正で居住
安定支援制度が導入される力となった。
今回成立した改正支援法の「知恵」は「定額渡
しきり」という住宅再建支援にかかわる神学論争
をパスしたところにある。住まいが全壊すれば、
まず 100 万円、大規模半壊には 50 万円が支給さ
れる。加えて住宅を建設・購入する世帯には 200
万円、補修する世帯には 100 万円、賃借する世帯
には 50 万円の支給がある。その際、使途を問わ
ない見舞金方式としたことから、少々持ち上げる
なら霞が関、被災者双方の顔が立つ「大岡裁きに
なった」といえなくもない。しかも、ねじれ国会
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の緊張関係がプラスに働き、与党案に民主党案の
「過去災害への遡及」項目が入れられ、中越沖地
震、能登半島地震など特定 4 災害にさかのぼって
適用されることになった。さらに、所得要件を問
わないという「おまけ」までつき、関係者の話に
よると財務省を少々あわてさせたという。
とはいえ、すべての問題が解決されたわけでは
ない。能登半島地震など中山間地の災害では、年
金生活のお年寄りの被災が多い。当然のことなが
ら 300 万円で家が建つわけではない。しかも、石
川県輪島市の調査をみると 8 割から 9 割の被災者
が元いた場所での住宅再建を望んでいる。
私有地に一戸建ての復興公営住宅を建設し、
「入居する被災者」の家賃と「土地所有者である
被災者」への地代とを相殺にする─などの新
たな制度構築も必要だろう。
一方、支援法は東海・東南海・南海地震や首都
直下地震といった巨大災害には通用しないという
問題だ。静岡県が以前試算したところによると、
東海地震で必要とされる支援総額は優に 9000 億
円を超える。都道府県が支援法の運用のために拠
出した基金は 600 億円。同額を国が支出するが、
それでも 1200 億円に過ぎない。新たに負担を求
めるのか、支給額を値切るのか。それとも支援法
とは別に特別立法を考えるべきなのか。頭の痛い
問題は先送りされた。
兵庫県が 2006 年 9 月から実施している持ち家
の所有者らが積み立てた掛金で助け合う共済制度
のようなシステムを全国的に実施可能な制度に練
り上げる知恵も必要となってくる。
もう一つ、注意したいのは各都道府県が自衛の
策として、これまで実施してきた支援法の上乗
せ・横出し・独自支援策を今後どうするかだ。全
国的に注目された鳥取県の被災者住宅再建支援制
度は目標 50 億円に対し、現在 14 億円が集まって
いるが、今後見直しを含め市町村と相談するとい
う。
各自治体の上乗せ・横出し支援策は、暫定的な
措置や当該災害に限るとした限定的なものも多
い。また財政の苦しい自治体も少なくないだけ
に、今後姿を消すケースも少ないと予想される
が、災害はいろんな顔をしてやってくるという。
迎え撃つこちらもできるだけ多様な支援策を用意
して準備を整えるべきだろう。
遡及適用　付則に盛り込む特例で、能登
半島地震、新潟県中越沖地震、台風 11、12
号の特定 4 災害に限り、改正支援法の遡及適
用が認められる。支援法では災害から 37 カ
月間で 7 回の申請ができることから、「事実
上、新制度で対応できる」としている。遡
及適用される石川、新潟両県のうち、石川
県は県独自の上乗せ・横出し支援策につい
て、すでに支給が始まっているとして手直
しせずに続行する方針。新潟県は、大規模
半壊に対する支給額が手厚くなったため、
所得階層によって全壊世帯と大規模半壊世
帯との支援額が同額になる。あるいは国の
施策で支援がない半壊との間の支給額に大
きな開きが出るなど矛盾が生じるため微調
整が必要としている。
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